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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：平成16年度から職員の大幅な給与カットを行っており、19年度末現在、町長50％、副町長、教育長
40％、議員報酬40％、職員10～23％のカット率となっていることが主な要因である。これ以上のカットは職員の
意識の低下につながりかねないため少しづつでも復元できるよう努める。

物件費：平成16年度に作成した「自立促進プラン」に基づき物件費の縮減を行ったことにより類似団体平均を
下回った。今後も現在の状態を維持し取り組んでいく。

扶助費：本町は極端な少子高齢化にあり、高齢化により老人福祉費に係る経費が、また少子化対策のため、
第３子以降の保育料を無料としているため児童福祉費の負担が類似団体と比較し大きくなっている。

補助費等：補助費等の経常経費は、一部事務組合への負担金が主なものであるためその負担金の増減が経
常収支比率の増減に大きく係わっている。この額が町財政を圧迫しているため、隠岐地域の他町村と連携し
負担金の適正化に努めるべきであると考える。

公債費：平成5年度から国の経済対策に呼応し建設事業を積極的に推進したことによる地方債の発行額が大
幅に増加したことで現在の元利償還金の額が類似団体に比べ過大であるため経常経費にかかる公債費の負
担が大きい。元利償還金は17年度をピークに減少しているため、今後は適正な起債の発行に努めると共に、
高金利の地方債に対する繰上償還を推進していくことで公債費の適正化を図る。

その他：その他に係る経常経費は公営企業会計への繰出金が主なものであり、本町では簡易水道事業、下
水道事業に対する繰出金が大きい。これは、施設整備にかかった公債費の元利償還金が多くを占めている。
今後は繰上償還や料金の見直し等をはかり健全な運営を目指す。

普通建設事業費：普通建設事業は16年度をピークに減少傾向にはあるが、類似団体の平均と比べると高い
数値である。本町では平成16年に作成した「自立促進プラン」の長期的戦略として産業振興を大きな柱として
位置づけており、農林水産振興の産業基盤整備を行って来た。今後も産業振興を軸に建設事業を進めていく
が公債費との兼ね合いもあるため、より計画的に事業を展開していく必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 403,739 168,015 196,477 ▲ 14.5
賃金（物件費） 29,221 12,160 16,267 ▲ 25.2
一部事務組合負担金（補助費等） 81,766 34,027 22,727 49.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,457 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 13,705 5,703 6,466 ▲ 11.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 13,203 5,494 5,683 ▲ 3.3
▲退職金 ▲ 59,329 ▲ 24,690 ▲ 17,866 38.2
合計 482,305 200,710 232,212 ▲ 13.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 20.39 23.10 ▲ 2.71
ラスパイレス指数 77.9 90.1 ▲ 12.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

998,595 415,562 163,345 154.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 62 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 125,842 52,369 27,847 88.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

1,881 783 10,729 ▲ 92.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

6,274 2,611 2,564 1.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

760 316 133 137.6

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 888,074 ▲ 369,569 ▲ 137,785 168.2

合計 245,278 102,072 66,896 52.6
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,242,413 494,198 23.2 274,840 ▲ 12.5 35.7

うち単独分 118,567 47,163 32.3 133,936 ▲ 18.7 51.0

1,454,373 582,681 17.9 229,697 ▲ 16.4 34.3

うち単独分 84,923 34,024 ▲ 27.9 119,521 ▲ 10.8 ▲ 17.1

1,121,037 449,854 ▲ 22.8 172,020 ▲ 25.1 2.3

うち単独分 107,658 43,201 27.0 77,280 ▲ 35.3 62.3

1,006,065 414,872 ▲ 7.8 193,373 12.4 ▲ 20.2

うち単独分 201,335 83,025 92.2 111,830 44.7 47.5

872,220 362,971 ▲ 12.5 199,737 3.3 ▲ 15.8

うち単独分 115,713 48,154 ▲ 42.0 128,289 14.7 ▲ 56.7

過去５年間平均 1,139,222 460,915 ▲ 0.4 213,933 ▲ 7.7 7.3

うち単独分 125,639 51,113 16.3 114,171 ▲ 1.1 17.4

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H18

H19

H15

H16

H17

人口1人当たり決算額の推移

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

H15 H16 H17 H18 H19

（円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 島根県 海士町

当該団体値 類似団体平均値




